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研究成果の概要（和文）：本研究は、フランス物権法について重要な個別的業績を発表してきた研究者を結集し、2008
年にアンリ・カピタン協会により発表され、フランス司法大臣に提出されたフランス民法典物権法改正準備草案が都市
化・高度産業化した現代社会に適合した新たな包括的物権法規定のあり方を提唱したことに刺激を受け、日本について
も、現代社会に対応した体系的物権法のあり方を提唱した。そして、本研究は、日本側研究者とフランス側研究者の相
互対話により、①財とその帰属の多様化に直面する現代の物権法が解決を必要とする課題を様々な角度から明らかにす
るとともに、②来るべき物権法改正に堅実かつ実践的な理論的基礎を提供したことに求められる。

研究成果の概要（英文）：This research groupe is organized by researchers who have published important pape
rs concerning French property law. This reserch examined drafts of reforms to the Law of Property of The H
enri Capitant Association of Friends of French Legal Culture and proposed the theoretical foundation for t
he systematic property law that is reformed to be suitable for the highly urbanized and industrialized soc
iety. Our society is confronting to the diversification of propery and of relation between properties and 
subjects, or legal entities and there is many problems concerning to this phenomenon. Moreover, our reserc
h groupe made mutual dialogs with the french reserc h groupe. As a result, our reserch groupe clarified ac
tual conditions of French property law and Japanese property law, and extracted tasks to be resolved. Then
, our reserch groupe made preparations for the reforming Japanese property law.
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１．研究開始当初の背景 
 本研究は,フランスにおいて 2008 年 11 月
に発表されたアンリ・カピタン協会によるフ
ランス民法物権法改正準備草案である（以下，
「準備草案」という。注釈を含め，Proposition 
de l’association Henri Capitant pour une 
réforme du droit des biens, sous la 
direction de Hugues Périnet-Marquet, 
2009）に着目することから開始された。アン
リ・カピタン協会は，フランスの代表的学会
として，フランス民法担保法改正（2006年），
時効法改正（2008 年）で大きな役割を果た
してきたが，物権法についても改正を求めた。
フランス民法物権法の規定の相当部分は，農
業社会であった 1804 年制定時のままであり，
判例・学説がその外に展開したことから，準
備草案は，都市化・高度産業社会化した現代
社会に対応した民法物権法を提案している
（ここでの物権法は，登記制度と関係する物
権変動論は含まない）。 
 日本でも，いままさに債権法改正が審議さ
れている途上にあるが，民法物権法は制定以
来殆ど改正を受けていない。経済社会の発展
に伴い，情報や環境など有体物に限定されな
い多様な財産・法益が登場し（2010 年度の
日本私法学会のシンポジウムのテーマが「新
しい法益と不法行為法の課題」），これに対す
る法的保護が必要になり，また社会の都市化
が進展している。しかし，日本の物権法は，
（１）「物」を「有体物」に限定しているた
めに（民法 85条），無体物に対する物権法上
の救済については,十分な議論がなされず，無
体物を含めた包括担保論の展開も明確でな
く，金銭や財産的価値について適切な対応が
難しい。（２）物権法規定は，都市化に伴う
近隣妨害，境界確定，通行権などの近隣間紛
争にも有効ではない。 
本研究は,以上の日本物権法の現況に鑑み,
都市化・高度産業社会化した現代社会に対応
した物権法を提案する準備草案を参照し,現
代日本社会に適合した物権法のあり方を模
索することが背景となっている。 

 
２．研究の目的 
本研究は，フランス物権法について重要な
個別的業績を発表してきた研究者を結集し，
現代社会に適合した新たな体系的物権法の
あり方を提案する。フランス民法物権法は，
1804 年制定以来根本的改正を受けず，制定
時の農業社会に対応した規定が多く，都市
化・高度産業社会化した現代社会への適合性
が問題になっているが，2008 年にアンリ・
カピタン協会から司法大臣に提出されたフ
ランス民法典物権法改正準備草案が現代的
な体系的物権法のあり方を提唱した。本研究
は，この準備草案を手がかりに，日本の物権
法について，多様化した財の帰属・支配の基
礎としての役割を果たし，都市化社会へ対応
するための改正が必要なことを明らかにす
る。本研究は，「日本法とフランス法が双方

から学ぶ」との観点からフランス物権法改正
にも批判的立場から貢献する。 
 
３．研究の方法 
本研究の方法としては,（１）研究メンバ
ーによる継続的な月一回の研究会開催,（２）
仏人研究者との研究セミナーの開催,（３）
書籍刊行,学会報告による国内外への成果発
表が挙げられる。平成 23 年度の研究計画の
基軸として，仏人研究者の参加により，多様
な財の帰属・支配の基礎理論に関する第 2回
日仏比較物権法セミナーを開催が予定され
ていた。当該計画は 2011 年 9月 21 日，22 日
の北海道大学で開催されたシンポジウム「21
世紀における物権法改正に向けて－日仏比
較研究」として結実した。なお,同シンポジ
ウムに先立ち,月一度の研究会を開催され,
各テーマの検討が深められた。各テーマにつ
き仏人研究者と共同で,森田が「物権法と債
権法」,吉井が「財の法に関する普通法と特
別法」,片山が「財の管理」,平野が「物権法・
担保物権法と私的自治」,金山が「有体物と
無体物の占有」の報告対論が行われ,吉田に
よる議論の総括が行われた。金山報告は日本
法における無体物の規律の現状に明らかに
し,平野報告は高度産業社会と財産の多様化
に伴う私人による財の創出に対する法規制
の現状を示す。また,片山報告が現代におい
て重要性を有する物と人との関係の一つの
財産管理を物権法の問題として論じる意義
を明確にした。森田報告はこれら多様な財の
法規制に理論的基盤を提供し,吉井報告は特
別法に散在する多様な財の規制と一般法の
関係性を明確にする。各テーマに対しては,
小柳,山城,髙が質疑応答を担当し,議論を深
めた。吉田による総括は各報告を総合し,物
権法の課題を統一的視座から描き出した。同
セミナーでは日仏研究者間で活発な議論が
交わされ,フランス法の物権法制の理解が一
層深められ,同時に日本物権法の問題性が照
射され,改正の方向性および今後の検討課題,
必要な作業が明確化された。 
 平成 24年度においては,上記シンポジウム
の成果を内外に問うことが活動の主軸に置
かれた。まず,新世代法政策学研究 17 号に,
森田,吉井,片山,金山,吉田による各報告ほ
か,当日の質疑応答（小栁＝山城＝髙ほか）
などが詳細に掲載された。次に,これらシン
ポジウムの概要は,主要な法律雑誌である
『法律時報』の 84 巻 11 号に掲載されること
で,より広く国内にその成果が問われた。さ
らに重大な点として,第 1 回日仏比較物権法
セミナーと併せて,上記シンポジウムの研究
成果が,フランスの有力出版社より仏語研究
所として出版されたことを挙げることがで
きる。同書は,仏人研究者 Michel Grimaldi
のほか,本研究分担者である片山・金山が編
者となった(図書・業績④)。そして,フラン
スの著名な仏人研究者による論稿とともに,
吉田,金山,片山,森田,小栁,吉井による複数



の仏語論文が収録された。これら媒体による
研究成果の公表により,本研究の成果は国内
外に広く問うことが可能となり,我が国の物
権法の基礎理論研究に大いに貢献すること
となった。また,日仏民事法における研究交
流・相互対話がより緊密なものとなるに至っ
た。 
 平成 25年度においては,本件研究開始年度
から継続したかたちで,月一度の研究会を開
催し,平成 23年度開催のシンポジウムの内容
を踏まえて私法学会における報告のための
検討を行った。とりわけ,より広い観点から
日本物権法の改正課題を検討すべく,民法の
ほかの専門分野の研究者を招聘し,知的財産
法や身体と財産に関するテーマを設定し,研
究会を開催した。以上の作業を経て,比較法
学会（学会報告④〰⑦）・私法学会（学会報
告①〰③）における報告内容および報告者を
決定するとともに,チーム内における日本物
権法改正に向けての具体的作業および課題
を設定することが明確になされた。 
 
４．研究成果 
（１）これまで述べたとおり,本研究は,フラ
ンス物権法に関する準備草案を参照しつつ,
に現代社会に適合した新たな体系的物権法
のあり方を提案することを目的とするもの
であった。そして,その具体的遂行方法とし
ては,①研究メンバーによる継続的な月一回
の研究会開催,②仏人研究者との研究セミナ
ーの開催,③書籍刊行,学会報告による国内
外への成果発表が選択された。 
以上の研究活動により,現代社会における
物権法が解決を必要とする課題が明らかに
された。これら課題群は,現代社会における
「財」の多様化に大きく関わり,主体と客体
たる「財」との帰属関係をめぐって展開され
る。この課題に関する研究成果は,①帰属関
係論の深化,②帰属関係以外への研究領域の
拡大に整序することができる（業績⑩,⑪な
ど）。 
（２）まず,①帰属関係論の深化に関し,(i)
古典的民法体系における物権・債権という権
利の二大カテゴリーの評価が重要となって
くる。本研究において,日仏の比較研究より,
これら二大カテゴリーが相対化の動向のも
とにあることが明らかされた一方,権利侵害
に対するサンクションにおいてなお,区別の
意義が見出されることが確認された（業績⑰
など）。 
次に,(ii)権利の内的構造の側面から帰属
関係論へのアプローチが試みられた。つまり,
物権法定主義において,新たな物権創設と内
容変更の禁止が謳われる一方,新出の担保技
術に関連して,立法や判例法においては個人
意思に大きな役割が認められ,新たな物権の
創出状況が明確にされた。他方,内容変更禁
止については,形式的観点よりむしろ暴利行
為規制等の実質的観点の重視の傾向が確認
された（業績⑨など）。 

（３）さらに②帰属関係以外への研究領域の
拡大については,(i)財の管理と(ii)財の占
有の問題が挙げられる。(i)財の管理につい
ては,現代の経済的要請に適合的な動態的管
理の必要性が明らかにされた。すなわち,経
営財や資産総体からの分離を第三者に対抗
することや,収益等の一部を管理者に賦与す
るためのシステム構築に関する,立法的課題
が明らかにされた（業績⑯）。加えて,建物区
分所有を素材として,不動産管理の要請に基
づく所有権制度の整備の必要性に関する日
本法の特徴および問題状況が,日仏の比較に
よってクリアなものとなった（業績⑧,㉒な
ど）。(ii)財の占有に関し,日本法において占
有訴権がその重要性を減じている一方,日本
においては仮処分,フランスにおいてはレフ
ェレ（急速審理）に関して占有が有意味な役
割を果たす可能性が示唆されるに至った。ま
た,無体財と取得時効に関して,新たな財の
現出に伴う理論的整備の必要性が明確とさ
れた（業績⑬，⑭）。 
（４）以上をより敷衍して表現するのであれ
ば,本研究により,我が国の物権法改正に取
り組むにあたっての具体的作業が明らかと
され,以下のものが,喫緊の課題として設定
されることが明らかとなった。すなわち,①
財の多様化と帰属関係の多様化を踏まえた
財の法の一般理論と法システムを構築する
こと,②財の管理をめぐる物権行使型の意義
の確認,財の法における意思自治拡張,③財
の法における法的関係の多様化のもと,そこ
に通底する普通法（ないし一般法）の模索で
ある（業績⑩など）。 
（５）なお,本研究母体となる「フランス物
権法研究会」は,2012 年にメンバーを拡充し
て「物権法改正研究会（研究代表者・吉田克
己）」（以下,「改物研」と略称する）に改組
され,活動をさらに発展させている。 
 すなわち,本研究によって解明された内容
は,改物研に引き継がれ,さらに研究が展開
されるのである。改物研は,①新たな財（知
的財産,パブリシティ,集合的利益等）,②人
の財化・財の人格化（身体・動物）,③財の
流動化（不動産,債権等）,④財の管理（信託
等の財産管理の諸制度）の４つのテーマを選
定する。これらの具体的検討を通じて,財の
法の基礎理論を構築する。 
次に,基礎理論構築を踏まえつつ,財の法
の重要な一環である民法物権法の改正案を
策定する。その改正案策定のために,①物・
無体物,②物権法定主義,③物権変動論など
１０のテーマ（具体的には後述）を選定する。
このそれぞれについて研究ユニットを編成
し,歴史的・比較法的・理論的問題状況を検
討する。そこでは,基礎理論構築のための理
論活動とのフィードバックが常に意識され
る。 
（５）以上,本研究の成果は,①財とその帰属
の多様化に直面する現代の物権法が解決を
必要とする課題を様々な角度から明らかに



するとともに,②来るべき物権法改正に堅実
かつ実践的な理論的基礎を提供したことに
求められる。 
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